



























































































































































基本三法 ２４件 ８３％ ４６件 ６９％
独立価格 － ０％ ４件 ６％
再販売価格 １６件 ５５％ ２２件 ３３％
原価基準 ８件 ２８％ ２０件 ３０％
利益分割 ５件 １７％ １２件 １８％
取引単位営業利益 － ０％ ９件 １３％
その他の方法 ５件 １７％ ２１件 ３１％























































































































































トラクト・マニュファクチャラー (contract manufacturer) がある。Schwarz









































































































































会社等はその親会社の恒久的施設 (PE: permanent establishment) と見なされ，
親会社に申告の義務が生じるという代理人 PE リスクも存在する点に留意
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